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新たな土地区画整理士像研究会
（本報告は一般社団法人全日本土地区画整理士会に設置した研究会の報告である）
１.　まえがき

　土地区画整理事業の新規着工ヵ所とその面積は近年著しく減少している。また、国土交通省から区画整理課という名前が無くなり市街地整備課となったことにより、地方自治体においても区画整理という名前の部局が減少・消滅傾向にある。そのような背景の下、本研究会は新しい土地区画整理士像の姿を求めて平成２２年１２月に発足以来８回の研究会を重ね、ある程度意見をまとめることができたので、これを中間報告として発表するものである。

　しかし、土地区画整理士のイメージを議論しようとする場合、その仕事の内容が明らかでないかぎり議論が進化しないため、土地区画整理事業の新たなイメージとセットで土地区画整理士の新しい姿を描くこととした。また、その過程でいくつかの貴重な提案があったのでそれらも併記して提言とすることにした。

　次のステップは、当然ながら地権者や施行者のやる気と、それを支える行政の支援とが必要となる事は論をまたない。

２.　土地区画整理事業における新たな発想

（１）申し出換地方式の多様な活用

　換地の照応の原則に対して、特定土地区画整理事業、宅鉄法による一体型土地区画整理事業、住宅先行建設区・市街地再開発事業区・高度利用推進区を含む土地区画整理事業などでは一定の条件下で申し出換地方式が採用されている。また、東日本大震災に関する津波防災地域づくり法でも「津波防災住宅等建設区」を設けて、そこへの申し出換地方式を導入した。

　今後においては、これを更に拡充して多様な建設区を設け、そこへの換地の申し出を認めることが適当であると考えられる。多様な建設区の例としては、福祉住宅建設区（完全バリアフリー地区）、減災・防災建物建設区（高台や避難ビルなど）、空地集約地区（空地を集約して集合住宅、市民農園、公益施設、太陽光発電基地等を整備する地区）などが考えられる。

（２）上物の一体的整備

　区画整理における上物の整備を一体的に行うべきことは既に多方面で指摘されているが、従来

の様な大規模な区画整理においては、上物を短期間で整備することは不可能であった。今後においては、施行面積が比較的小規模となることと併せて、近年の経済情勢に鑑み事業効果を最大限発揮する事（地域の活性化と税収の増加など）が求められているので、上物整備を区画整理と併せて行うことが重要となってくる。そのため、土地区画整理事業の計画段階で地権者の意向を十分にくみ取り、上物整備の方向性についてコンセンサスを形成しておくことが重要である。具体的には再開発事業との一体的整備、先行住宅建設区や保留地のハウスメーカーなどへの一括譲渡、建築協定の締結などであろう。

（３）各種都市政策及び農業政策等との連携

　郊外部における空き地・空き家の増加、コンパクトシティやエコタウンづくりのための機運の高まりなどに対処するため、土地区画整理事業を政策実現手段として活用する必要がある。例えば、都心回帰者が残していった空き地、空き家を区画整理により集約して、土地の有効利用・高度利用を促進する必要がある。また、その集約した土地を農地やエネルギー基地などとして活用することにより地域の活性化が図られるであろうし、併せて移転建物を省エネ仕様に変えたり、太陽光発電、屋上緑化などを導入することも可能となる。そのように都市政策等について区画整理がどのような役割を演じることができるかをひとつひとつ検討し広く啓発する必要がある。また、そのための制度のあり方も検討しなければならない。

（４）柔軟な設計思想の導入

　従来、土地区画整理事業においては、区画道路は住宅地であれば６ｍ、商業地であれば８ｍと、何となく一律の基準で設計がなされていた。このため、日本中の町が画一的になってしまったという印象が拭えない。

今後においては、個性あるまちづくりが求められるので、区画整理においても路地や花壇が残せるような発想が必要であり、建築基準法など他の法令の規定と調整しながら新たな設計思想を導入することが必要である。

３.　各種提言

（１）土地評価基準の柔軟な運用として固定資産税評価の方法、不動産鑑定評価の方法(収益還元法等)等を用い地区特性に応じた評価方法を採用する。
（２）事業認可申請図書に「専門家による照査」を経た、換地設計の概要を加える。（権利者同意を促進）

（３）建物移転にあわせて、福祉・耐震化あるいは省エネ仕様とする場合には、移転補償費の特別加算について無利子交付金対象とする。

（４）減価補償金制度で買収した土地の上に存する建物等補償金も、（一般公共事業並みの）租特税法の適用とする。（現在適用でないことの確認。）

（５）総合マネージャーとしての土地区画整理士の育成を図る上で「土地区画整理士制度の改革」を行うほか、今後の技術者不足に向けて、官民による専門技術の共有化と支援体制に「ベテラン会員の活用」を図る。また、区画整理担当者の発言力を向上させるためできれば、区画整理反対論者も交えた「土地区画整理士弁論大会」を検討する。

（６）ＩＴ技術の活用として「区画整理業務支援システム」並びに「区画整理管理システム」を構築し、円滑な事業推進を図る。

（７）同じく、コンセンサスを得る過程で事業完了時の街の姿をＩＴ技術を活用した３次元ＣＧシミュレーション等により視覚的に見せ、検討を進めることが効果的である。

（８）指導監督部局での頻繁な人事異動による事業の混乱を防ぎ、事業の円滑な推進・事業費の節減のため、上級土地区画整理士（仮称）による事業管理制度を導入し、責任者名を事業地区に掲出する事を検討する。

４.　あとがき

以上の中間報告は、施行者の権限ですぐにできること、法令や条例の支援を必要とするもの、交付金などによる財政的支援を必要とするものなどが混在している。今後引き続きこれらの問題を検討していく必要がある。

○　新たな土地区画整理士像研究会の構成
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